
講演「PRTR 制度とリスクコミュニケーションの現状」に関する質問と回答 

 

【質問１】 

自然災害に対する対応について何か事例などがあれば教えて下さい。 

 

【回答１】 

以下のような事例集を作成している自治体もあります。ご参考に戴けますと幸いです。 

（大阪府） 

化学物質を取り扱う事業所で今日からできる対策事例-明日起きるかもしれない大規模災害

に備えて- 

https://www.pref.osaka.lg.jp/o120080/kankyohozen/shidou/jireishu.html 

（東京都） 

化学物質を取り扱う事業者の災害対策について 

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/chemical/chemical/disaster 

 

【質問２】 

情報公開や公開した情報についての説明、対話が重要となるということですが、例えば

どんな企業、機関が実際に説明会や対話の機会を設けているのでしょうか？原子力発電所

などはそういったことをされているのでしょうか。 

 

【回答２】 

日本化学工業協会は、継続的に地域対話を行っています。例えば、レスポンシブル・ケア 

ニュース 2024 年 春季号 No.106 には、複数の企業による共同開催として、川崎地区や大

分地区の事例、単独企業開催の事例が載っています。マレリ福島様の事例紹介のように、

様々な形での地域住民との対話は一般化していると考えてよいと思います。 

https://www.nikkakyo.org/node/1176 

原子力関係でも、中部電力浜岡原子力発電所の PR 施設、浜岡原子力館の活動や東京電力

の廃炉資料館なども、施設のリスクや安全対策を伝えるリスクコミュニケーションの場と

して機能しています。 

（浜岡原子力館） 

https://www.chuden.co.jp/hamaoka-pr/ 

（廃炉資料館） 

https://www.tepco.co.jp/fukushima_hq/decommissioning_ac/ 

必ずしも、対話は、住民説明会のような場でなくてもよく、上記のような展示施設、資料

の公開や電話窓口の明確化など、様々な方法で対話に取り組んでください。 
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